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平成２２年９月２７日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官

平成２２年(ﾚ)第１３号 不当利得返還請求控訴事件（原審・別府簡易裁判所平成

２１年(ﾊ)第１６６号不当利得返還請求事件(本訴)，同第２１９号貸金請求事件(反

訴)）

口頭弁論終結日 平成２２年７月１２日

判 決

主 文

１ 本件控訴を棄却する。

２ 控訴費用は控訴人の負担とする。

事 実 及 び 理 由

第１ 控訴の趣旨

１ 原判決を次のとおり変更する。

２ 被控訴人は，控訴人に対し，４２万３４１４円及び内金４１万４８６０円に

対する平成１８年１月１９日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払

え。

３ 被控訴人の反訴請求を棄却する。

４ 訴訟費用は，第１，２審を通じ被控訴人の負担とする。

５ ２項につき仮執行宣言

（なお，控訴人の控訴状には，「判決は，全部不服であるから，控訴を提起す

る。」とし，その控訴の趣旨には，「１．原判決を以下の通り変更する。 記

被控訴人は，控訴人に対し，４２万３４１４円及びうち４１万４８６０円に

対する平成１８年１月１９日から支払済みまで年５％の割合による金員を支払

え。 ２．訴訟費用は第一審，第二審とも被控訴人の負担とする。との判決並

びに第１項につき仮執行宣言を求める。」と記載されており，本訴請求と反訴

請求とは，両立しない関係にある過払を前提とした不当利得返還請求権と貸金

債権であることからしても，控訴人は原判決の被控訴人の反訴請求を認容した
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部分の取消し・請求棄却も求めていることは明らかである。）

第２ 事案の概要

１ 本件は，控訴人が被控訴人に対し，平成１２年１０月３１日から平成１８年

１月１８日までの間，継続的になされた複数の貸付け及びこれらに対する弁済

について，控訴人が支払った保証料は利息制限法３条のみなし利息に該当する

ことを前提とした上で，同弁済金のうち，利息制限法１条１項所定の利息の制

限額を超えて利息として支払われた部分を元本に充当すると，原判決添付別紙

計算書１（以下，単に「計算書１」という。）のとおり４２万３４１４円の過

払金等が発生しているとして，不当利得返還請求権に基づき，過払元金４１万

４８６０円及び確定利息８５５４円並びに過払元金に対する最終取引日の翌日

から支払済みまで民法７０４条前段所定の年５分の割合による利息の支払を求

めた（本訴）のに対し，被控訴人が控訴人に対し，控訴人が支払った保証料は

利息制限法３条のみなし利息には該当しないなどと主張して，控訴人の請求を

争った上で，上記貸付金につき利息制限法所定の利率に引き直して充当計算を

しても，原判決添付別紙計算書２（以下，単に「計算書２」という。）のとお

り貸金残２万２７６２円（元本）があるとして，元本及びこれに対する最終取

引日の翌日である平成１８年１月１９日から支払済みまで約定利率である年２

６．２８パーセントの割合による遅延損害金の支払を求めた（反訴）事案であ

る。

原審は，控訴人が支払った保証料は利息制限法３条のみなし利息に該当せず，

それを前提に計算すると控訴人に貸金債権が残るとして，本訴請求を棄却し，

反訴請求の全部を認容したことから，これに不服の控訴人が控訴を提起した。

２ 前提事実

以下の事実は，当事者間に争いがないか，括弧内に記載した証拠及び弁論の

全趣旨により認定することができる。

(1) 平成１２年６月１日施行の改正法（平成１１年法律第１５５号）により，
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出資法５条２項所定の上限利率は，年４０．００４パーセントから年２９．

２パーセントに引き下げられたが，有限会社Ａ（以下「Ａ」という。）は，

上記改正法施行の直前である同年５月１日に設立された（甲１１）。

(2) 貸金業者である被控訴人は，同月２２日，Ａとの間で信用保証基本契約

を締結した。同契約７条は「前条の保証債務の支払額は，甲（注・Ａ）が，

当該会計年度末（毎年９月末日）において，未経過保証料とされた受取保証

料総額（乙（注・被控訴人）との関係で受領したものに限る）から甲の乙に

対する当該年度の支払済業務委託手数料を控除した残額の９０％を限度とし

て，甲乙協議のうえ決定する。」と規定している（甲６）。

(3) 被控訴人は，同日，Ａとの間で業務委託契約を締結した。同契約書１条

は「乙（注・被控訴人）は，信用保証委託契約に関して甲（注・Ａ）を代理

して，次の業務を行う。(1) 借主から甲に対しての信用保証委託契約書の

作成および徴収 (2) 保証委託契約の変更，解除の申し出の受付 (3) 甲

の保証料の領収 (4) 保証書の交付ならびに保証料領収証の発行 (5) そ

の他，信用保証委託契約に関し必要とする調査等」と規定している（甲７）。

(4) 控訴人は，被控訴人との間で，計算書１の年月日，借入金，返済金欄記

載のとおり，いずれの貸付けも利息及び遅延損害金が年２９．２パーセント

の約定で金銭消費貸借取引等を行い，被控訴人は，利息制限法所定の制限利

率を超過する部分を利息の債務の弁済として受領した（乙１，１５の１ない

し１３）。

ただし，計算書１の左番号欄２，１０，１８，２５，３１，３７，４５，

５２，５９，６７，７４，８２，９０，１０３記載の各金額は，いずれも後

記(6)の保証料として控訴人が支払ったものであり，これが被控訴人におい

て利得した利息とみなされるかについては後記のとおり争いがある。

また，計算書１の左番号欄１０２の５０万円の貸付けの返済方法は，平成
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１７年７月から平成１９年６月まで毎月１８日限り元利金として毎回３万円

（最終返済日は残元金と利息）を支払い，上記支払を１回でも怠ったときは

期限の利益を失い，直ちに債務全額を弁済するとの約定であった（乙１）と

ころ，控訴人は平成１７年７月１８日の支払を怠ったので期限の利益を喪失

した。

(5) Ａは，控訴人と被控訴人との間の上記金銭消費貸借取引に係る控訴人の

借入金債務につき，控訴人との間で，保証料５パーセントで保証委託契約を

締結した（甲５，弁論の全趣旨）。

(6) 控訴人は，上記保証委託契約に基づき，被控訴人を介して，前記(4)のと

おりＡに対して保証料を支払った（甲７，弁論の全趣旨）。

(7) Ａは，被控訴人のほか，有限会社Ｂ，有限会社Ｃ，有限会社Ｄ，有限会

社Ｅ，有限会社Ｆ，株式会社Ｇとの間でも保証業務を行っていたところ，被

控訴人代表者の妻であるＨは有限会社Ｂ及び有限会社Ｃの取締役に，被控訴

人代表者の長女であるＩは有限会社Ｄの取締役に就任している（甲９の１・

２，甲１０，１２ないし１４，１５の２ないし５，甲２０の１・２）。

(8) Ａの平成１２年１０月１日から平成１３年９月３０日までの間における

総売上高は１６億２８１９万７８９４円，売上原価（保証弁済金）は１４億

４４４７万９２６５円，平成１３年１０月１日から平成１４年９月３０日ま

での間における総売上高は１８億８３７７万１２０７円，売上原価（保証弁

済金）は１５億４３６６万７６２１円，平成１４年１０月１日から平成１５

年９月３０日までの間における総売上高は２１億０８３０万４７９８円，売

上原価（保証弁済金）は１８億４６５５万３９２９円，平成１５年１０月１

日から平成１６年９月３０日までの間における総売上高は２２億６８４８万

７９７０円，売上原価（保証弁済金）は２０億００３２万６８１３円であり，

総売上高に対する売上原価（保証弁済金）の割合は，それぞれ約８８．７パ

ーセント，約８１．９パーセント，約８７．６パーセント，約８８．２パー
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セントである（甲１５の２ないし５）。

(9) 被控訴人が所在するＪビルは，平成７年１２月１５日から平成２０年１

２月２５日までの間，その敷地は，平成７年１２月１５日から平成１７年３

月２２日現在まで，いずれも被控訴人の代表者であるＫの所有であり，その

隣にあるＡ所在のＬビルは，平成１２年１１月２４日から平成２０年１２月

２５日までの間，その敷地は，平成１２年１１月２４日から平成１７年３月

２８日現在まで，いずれもＨの所有である（甲８の１ないし７，甲９の１・

２，甲３１の１・２）。

３ 争点及びこれに対する当事者の主たる主張

(1) 控訴人が支払った保証料は利息制限法３条のみなし利息に該当するか。

（控訴人の主張）

ア 利息制限法及び出資法（以下「利息制限法等」という。）は一定の利率

以上の利息の収受を禁止しているところ，その立法趣旨は，貸倒れリスク

回避は利息制限法等の範囲内で行うべきということである。そうすると，

借主が支払う保証料は，高利での利息の約定同様に貸倒れリスク回避をそ

の目的とするものであるから，上記各法の制限に服する。本件で，控訴人

は，多数回なされた借換えの際にも貸付け額の５パーセントの保証料を支

払っているところ，名目貸付額から保証料を除いた金額を貸付額，名目約

定利息と保証料を合わせた金額を約定利息として計算した本件取引の利率

は，平均して年約４６．７７１パーセント，個別の貸付けごとにみると年

５３．１７３パーセントに達することもあり，著しい利息制限法等を超え

る高利となるから，本件で支払われた保証料は利息制限法３条のみなし利

息に該当する。

なお，被控訴人は，保証料を代理受領しているし，Ａからの代位弁済に

より保証料を回収できる立場にあるので，保証料は利息制限法３条の「債

権者の受ける元本以外の金銭」に当たるし，不当利得返還請求の要件であ
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る「利得」は被控訴人に存する。

イ 利息制限法３条は「債権者の『受ける』元本以外の金銭」を利息とみな

す旨規定するところ，以下のとおり，被控訴人とＡには一体性が認められ，

控訴人が支払った保証料は代位弁済等という形で被控訴人に利益が環流し

ている（少なくとも利益の環流目的がある）から，上記要件に該当するし，

不当利得返還請求の要件である利得も認められる。

(ｱ) 被控訴人の貸付けの大部分は保証を付けることが条件とされており，

保証会社に委託する場合はＡに限定されているところ，Ａが保証する会

社は，Ｋの関係者が経営する会社ばかりである。

(ｲ) 被控訴人の所在地はＫの所有であり，その隣のＡの所在地はＨの所

有である。

(ｳ) Ａは，信用調査や保証料率の決定等，その業務の大半を被控訴人に

委託している。

(ｴ) Ａは平成１４年１０月に現在の住所に移転した後，高額の家賃・敷

金・礼金を支払っているところ，現在の家主である有限会社Ｍは，代表

取締役がＫ，取締役がＨである。

(ｵ) Ａは平成１３年６月６日にＫから高額のゴルフ会員権を購入してい

る。

(ｶ) Ａは，高額な役員報酬，従業員給与を支払っており，これが被控訴

人に流れていないとは考えがたい。

(ｷ) Ａと被控訴人との間の信用保証基本契約によれば，Ａによる保証債

務の支払額は，Ａが被控訴人から受領した保証料総額から支払済み業務

委託手数料を差し引いた残額の９０パーセントを限度とするとされてい

るところ，Ａの総売上高に対する売上原価（保証弁済金）の割合は，い

ずれも９０パーセント近くに上っており，被控訴人は，貸倒れリスク一

切を回避して貸付金及び利息を満額回収できる立場にあった。
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すなわち，Ａは被控訴人の顧客から徴収した保証料名目の金銭を積み

立てるだけの機関でしかなく，独立した信用保証会社としての体を成し

ていなかった。

(ｸ) 平成１２年６月１日，業として金銭の貸付けを行う場合の上限金利

を年４０．００４パーセントから年２９．２パーセントに引き下げる出

資法の改正法が施行されたが，Ａが設立されたのは，その直前の平成１

２年５月１日であった。

(ｹ) 被控訴人においては，保証期間の途中で借換えが行われても保証料

が精算されない。

（被控訴人の主張）

ア 利息制限法３条は「債権者の『受ける』元本以外の金銭」を利息とみな

す旨規定するところ，被控訴人は，保証料を代理受領したに過ぎず，受領

した保証料はＡに送金しているから，被控訴人は保証料を収受しておらず，

保証料は「債権者の『受ける』元本以外の金銭」に当たらない。また，不

当利得返還請求の要件である利得もない。

イ 以下のとおり，被控訴人とＡに一体性は認められず，控訴人が支払った

保証料は代位弁済等という形で被控訴人に環流しているとはいえないから，

利息制限法３条の「債権者の『受ける』元本以外の金銭」に該当しない。

(ｱ) 被控訴人とＡとの間には，被控訴人がＡの株式を相当程度保有して

いるなどの資本関係はなく，これに準じる密接な人的関係もない。

(ｲ) 被控訴人は，Ａの複数ある取引先の１社に過ぎない。また，Ａの保

証先にはＫ及びその家族が役員を務める会社が存在するが，そうでない

会社もある。

(ｳ) 被控訴人が信用保証委託契約の締結業務及び保証料の徴収業務を代

行することは，業務の円滑な処理や顧客の便宜のためであり，何ら問題

はないし，Ａの行う顧客の信用調査を被控訴人の従業員が行ったり，被
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控訴人が保証料率を決定した事実はない。

(ｴ) Ａが賃貸借契約に基づいて家賃等を支払うのは当然であるし，ゴル

フ会員権の購入や高額な役員報酬，従業員給与は，みなし利息該当性と

は関係がない。

(ｵ) Ａによる保証は被控訴人の融資の絶対条件ではない。

(ｶ) ５パーセントの保証料率は決して高額ではない。

(2) 被控訴人は民法７０４条前段所定の悪意の受益者か。

（控訴人の主張）

貸金業者である被控訴人は利息制限法の制限を超える利息を受領していた

ことを認識していたのであるから，貸金業法４３条１項の適用を満たすとの

認識を有するに至ったことについてやむを得ないと認められる特段の事由を

主張・立証しない限り悪意の受益者であると推定されるところ，被控訴人は

これについて何らの主張・立証もしていないから，悪意の受益者に当たる。

（被控訴人の主張）

被控訴人は控訴人に対し，貸金業法１７条１項の書面を交付している。ま

た，同法１８条１項の書面は交付していないが，同条２項は，預金又は貯金

の口座に対する払込みその他内閣府令で定める方法により弁済を受ける場合

については，当該弁済をした者の請求があった場合に限り同条１項の規定を

適用するとしており，控訴人は，同項の書面の交付を請求しなかったのであ

るから，被控訴人は，同法４３条１項のみなし弁済の要件を満たし，悪意の

受益者に当たらない。

第３ 当裁判所の判断

１ 争点(1)（控訴人が支払った保証料は利息制限法３条のみなし利息に該当す

るか。）について

(1) 利息制限法３条は，債権者の受ける元本以外の金銭は，礼金，割引金，

手数料，調査料その他いかなる名義をもってするかを問わず，利息とみなす
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旨規定している。これは，債権者の受ける元本以外の金銭は利息の実質を有

することから，債権者がこれらの名義を用いて利息の制限を潜脱して金銭を

収受することを防ぐ趣旨であるところ，かかる利息制限法３条の趣旨に照ら

せば，同条の「債権者の受ける」とは，債権者が自らに帰属するものとして

交付を受けることを意味するものと解される。

そうすると，一般に，債務者が保証会社に保証料を支払った場合，金銭の

交付を受けたのは保証会社なのであるから，これをもって直ちに保証料を

「債権者の受ける」金銭ということはできないし，また，債権が回収不能と

なった場合に債権者が保証会社から保証債務の履行を受けることは保証契約

に基づく当然の帰結であるから，将来において代位弁済がなされる可能性が

ある点を捉えて当該保証料が直ちに「債権者の受ける」金銭に当たると認め

ることもできない。

しかしながら，上記利息制限法３条の趣旨からすれば，債権者への金銭の

帰属は実質的に判断すべきであるから，貸金業者において，法を潜脱し，最

終的には保証料を自らに還流させる目的で，借主をして保証会社に対する保

証委託をさせたような場合には，保証会社による代位弁済等を通じて当該保

証料は実質的に債権者に帰属するから，保証会社が収受した保証料は利息制

限法３条のみなし利息に当たると解すべきである（最高裁平成１５年７月１

８日第二小法廷判決・民集５７巻７号８９５頁参照）。

なお，控訴人は，貸倒れリスク回避は利息制限法等の範囲内で行うべきと

いうのが利息制限法３条の立法趣旨であるから，一般に，保証料はみなし利

息の対象になり得る旨主張するが，利息制限法３条の立法趣旨は，元本使用

の対価である利息の実質を有するものは名義を問わず利息とみなすことにし

たものであり，それ故，元本使用の対価ではなく費用たる実質を有する契約

の締結及び債務の弁済の費用は利息とみなさない旨明記されている。そうす

ると，保証料は，元本使用の対価の実質を有しないものであるから，当然に
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は，みなし利息の対象となり得ないものである。よって，控訴人の上記主張

は採用できない。

そこで，以下，被控訴人が法を潜脱し，最終的には保証料を自らに還流さ

せる目的で本件保証料を支払わせたか否かを判断する。

(2)ア まず，貸付額に対する利息及び保証料の割合は，利息制限法等の利息

の制限利率を大きく超えており，控訴人は保証料の支払により高金利の負

担を負うこととなる。

また，弁論の全趣旨によれば，被控訴人においては，保証期間の途中で

借換えが行われても保証料が精算されていないことが認められる。

イ さらに，Ａの設立経緯についてみると，前記前提事実(1)のとおり，Ａ

は，出資法５条２項所定の上限利率引下げの改正法施行直前に設立されて

いる。もっとも，Ａの設立に被控訴人が関与していることを認めるに足り

る証拠はない。

ウ 次に，業務の内容及び実態等についてみると，前記前提事実(3)のとお

り，被控訴人はＡから，信用保証委託契約書の作成，保証委託契約の変更，

解除の申出の受付，保証書の交付等の業務委託を受けていたが，証拠（乙

６ないし９）及び弁論の全趣旨によれば，これらの業務委託については，

業務の円滑な処理や顧客の便宜のため，他の金融機関においても行われて

いることであり，また，保証料率の決定等の重要な業務については，被控

訴人がＡから業務委託を受けていたことを認めるに足りる証拠はない。

エ また，被控訴人とＡとの関係についてみると，前記前提事実(7)及び(9)

のとおり，Ａは被控訴人代表者の妻であるＨの所有地に所在し，その保証

先には被控訴人の代表者であるＫの関係者が役員を務める貸金業者が複数

含まれているが，被控訴人とＡとはあくまで別会社であり，両者間に資本

関係が存しないことはもとより，両社に共通する役員や従業員等の存在に

ついても，これを認めるに足りる証拠はない。
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オ Ａの保証債務履行状況についてみると，前記前提事実(2)のとおり，Ａ

と被控訴人との信用保証基本契約によれば，Ａによる保証債務の支払額は，

Ａが被控訴人の借主から受領した保証料総額から支払済業務委託手数料を

控除した残額の９０パーセントを限度とされているところ，前記前提事実

(8)によれば，Ａは現に代位弁済を行っており，毎年，保証料収入のうち

概ね１０ないし２０パーセント程度を自社の利益として計上している。

カ 控訴人は，ＡがＫから高額のゴルフ会員権を購入していると主張するが，

Ａが時価より高額な値段で同会員権を購入したことを認めるに足りる証拠

はない。また，控訴人は，Ａが高額な役員報酬等を支払っていると主張す

るが，これらが被控訴人に流れていることを認めるに足りる証拠はない。

さらに，控訴人は，Ａが高額な家賃・敷金・礼金を支払っていると主張す

るが，当該家賃等が相場よりも高額であることを認めるに足りる証拠はな

い。

(3) そうすると，貸付額に対する利息及び保証料の割合が法の制限利率を大

きく超えていること，保証期間の途中で借換えが行われても保証料が精算さ

れていないこと及びＡの設立時期は，被控訴人において法を潜脱する目的を

有していたことを窺わせる事情といえるが，他方で，Ａの業務の内容及び実

態等をみても，法を潜脱する目的を推認させるに十分な事情は認められず，

被控訴人とＡとの関係についてみても，両者間に親密な関係があることは窺

えるものの，法を潜脱する目的を推認させるような密接な関係があるとまで

はいえない。

また，Ａの保証債務履行状況についてみると，確かに信用保証基本契約に

よれば，Ａによる保証債務の支払額は９０パーセントを限度としており，通

常の保証会社と異なる定めになっているが，被控訴人のような貸金業者の顧

客は通常よりも貸倒れリスクが多いのであるから，そのような顧客に対する

信用保証を行うに際し，その貸倒れリスクを保証料率に反映させて高額の保
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証料を徴収する代わりに，上記のような約定を貸金業者と交わして，不測の

事態に備えるということは経済的合理性を有しており，また，Ａは，代位弁

済を行いつつ，保証料収入との差額を自社の利益として概ね１０パーセント

ないし２０パーセント程度計上しているのであるから，上記のような約定や

代位弁済状況でもって，Ａが被控訴人の顧客から徴収した保証料名目の金銭

を積み立てるだけの機関でしかなく，独立した信用保証会社としての体を成

していなかったとの控訴人主張事実を認めることはできない。かえって，Ａ

が概ね１０パーセントないし２０パーセント程度の利益を計上していること

及びＡが１２名もの従業員を抱えて営業していること（甲１５の４）からす

るならば，Ａは保証料を被控訴人に環流させるための業者ではなく，自己の

信用保証業務によって利益を追求しようとしている被控訴人とは独立した業

者であると認めるのが相当である。

そうすると，控訴人が主張する諸事情を総合考慮しても，被控訴人におい

て，法を潜脱し，最終的には保証料を自らに還流させる目的で，借主をして

保証会社に対する保証委託をさせたものとは認められない。

よって，控訴人が支払った保証料は利息制限法３条のみなし利息に該当せ

ず，控訴人の主張は採用できない。

２ 結論

以上を前提に利息制限法に基づく引き直し計算をすると計算書２のとおりで

あるから，その余の争点を判断するまでもなく，過払金等は発生せず，被控訴

人主張の貸金債権が残ることとなる。

よって，本件控訴は理由がないからこれを棄却することとし，控訴費用の負

担につき民事訴訟法６７条１項本文，６１条を適用し，主文のとおり判決する。

大分地方裁判所民事第２部

裁判長裁判官 一 志 泰 滋
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裁判官 今 井 弘 晃

裁判官 佐 藤 智 彦


